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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策を背景に、一部回復の兆しが見られた

ものの、世界各地での政情不安や新興国経済の景気減速、国内における消費税増税後の想定以上の長期的な反動、

天候不順の影響及び円安に伴う物価上昇などにより、個人消費動向は低調に推移し、依然として先行き不透明な状

況が続いております。

ドラッグストア業界におきましては、同業他社による積極的な出店や価格競争に加え、他業種からの参入やＭ＆

Ａの動きが増加しつつあり、更に厳しい経営環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、引き続き、「安心・信頼・便利の提供」をキーワードに、お客様のニー

ズに応える質の高い出店やサービスレベルの向上、プライベートブランド商品の開発、新業態の開発、物流拠点の

効率化や積極的な店舗改装などに取り組み、活性化を図ってまいりました。

当連結会計年度の当社グループ全体の出店などの状況は、59店舗を新規出店し、７店舗のスクラップ＆ビルドを

実施いたしました。また、58店舗で改装を行い、14店舗の閉店とフランチャイズ３店舗を解約し活性化を図りまし

た。

なお、平成26年9月に、北海道のエリアフランチャイジーであった㈱サンドラッグプラスの株式を100％取得し、

完全子会社化いたしました。

以上の結果、当連結会計年度末の当社グループ全体の店舗数は、ドラッグストア事業772店舗（直営店593店舗、

㈱星光堂薬局58店舗、㈱サンドラッグプラス50店舗、㈱サンドラッグファーマシーズ19店舗、フランチャイズ店52

店舗）、ディスカウントストア事業207店舗（ダイレックス㈱207店舗）の合計979店舗となりました。

当連結会計年度の業績は、連結売上高4,458億18百万円（前年同期比0.4％減）、連結営業利益259億24百万円7.6％

減）、連結経常利益265億５百万円（同7.9％減）、連結当期純利益163億62百万円（同3.9％増）となりました。

セグメント業績等の概要は次のとおりであります。

＜ドラッグストア事業＞

ドラッグストア事業は、上期における消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化、夏場の天候不順に

よる季節商材の不振が業績に大きく影響し、下期に入り外国人観光客の増加により、インバウンド需要が都心部を

中心に一部みられたものの、売上高は前年同期を下回りました。また、マーチャンダイジングの改善により売上総

利益の改善に取り組むとともに、人時生産性向上、効率的販促への見直しや経費の削減に努めました。

なお、ドラッグストア事業の出店などの状況は、39店舗を新規出店し、５店舗のスクラップ＆ビルドを実施した

ほか、35店舗で改装を行い、13店舗の閉店とフランチャイズ３店舗を解約し活性化を図りました。

以上の結果、ドラッグストア事業の売上高は3,280億８百万円（前年同期比2.7％減）、営業利益は205億25百万円

（同11.6％減）となりました。

＜ディスカウントストア事業＞

ディスカウントストア事業は、上期の消費税増税後の反動減や下期に入っての灯油、家電などの季節商材は不調

でしたが、食品などの販促に注力し、売上高は前年同期を上回りました。引き続き、医薬品等の販促強化により売

上総利益の改善に取り組むとともに、諸経費の削減や人時生産性の向上に努めました。

なお、ディスカウントストア事業の出店などの状況は20店舗を新規出店し、２店舗のスクラップ＆ビルドを実施

したほか、23店舗の改装と１店舗（建替えによる）の閉店を実施し活性化を図りました。

以上の結果、ディスカウントストア事業の売上高は1,440億98百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益は53億98百

万円（同11.6％増）となりました。
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(次期の見通し）

次期のわが国経済は、雇用環境や個人所得の改善、政府・日銀の経済・金融政策の継続等を背景とする経済成長

への期待が高まりつつあるものの、海外景気の下振れによる国内景気の下押しリスクや円安に伴う物価上昇などに

よる個人消費の低迷など、先行きは不透明な状況で推移するものと思われます。

ドラッグストア業界におきましては、上位企業による積極的な出店やグループ化の動きに加え、他業種からの参

入も増加しつつあり、更に厳しい経営環境になるものと予想されます。

このような状況のもと、当社グループは、一層の全国店舗展開の拡大を図り、お客様の視点に立った新業態を含

めた店舗開発を積極的に進め、高いサービスレベルを維持するための教育や、ローコストを維持するためのさまざ

まな仕組作りなどに積極的に取り組み、競合他社をはじめ他業種との差別化を図ってまいります。

第53期（平成28年３月期）は、グループ合計87店舗（ドラッグストア事業62店舗、ディスカウントストア事業25

店舗）の新規出店を計画しております。また、既存店におきましては、引き続きスクラップ＆ビルドの推進や店舗

改装などを行い、活性化を図ってまいります。

以上により、次期通期業績につきましては、連結売上高4,948億円（前年同期比11.0％増）、連結営業利益300億円

（同15.7％増）、連結経常利益308億20百万円（同16.3％増）、連結当期純利益195億円（同19.2％増）を予想しており

ます。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ24億79百万円減少し、1,896億88百万円となり

ました。主な要因は、99億98百万円の自己株式取得などにより現金及び預金が減少したこと及び売掛金の減少等に

よるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ52億61百万円減少し、737億円となりました。主な要因は、買掛金の減少

及び未払法人税の減少等によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ27億82百万円増加し、1,159億87百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ127億83百

万円減少し、346億35百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ194億92百万円減少し、128億29百万円（前年同期比60.3％減）

となりました。これは主に、仕入債務が前年同期に比べ減少したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ５億99百万円減少し、94億99百万円（同5.9％減）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出が前年同期に比べ増加したものの、その他に含まれている有形固

定資産の売却による収入及び預り保証金の受取による収入が増加したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ120億93百万円増加し、161億13百万円（同300.8％増）となりま

した。これは主に、自己株式の取得による支出（99億98百万円）をしたこと等によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期

自己資本比率 (％) 55.9 57.7 60.0 58.9 61.1

時価ベースの自己資本比率
(％)

106.5 105.2 156.6 154.6 198.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率 (年)

0.4 0.3 0.1 0.0 －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ (倍)

478.4 753.4 2,336.1 10,011.0 3,681.6

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに
ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループの利益配当につきましては、将来の事業展開、経営体質の強化及び配当性向などを総合的に勘案し、

安定的・継続的な配当による利益還元を基本方針としております。

当期における配当につきましては、上記の方針に基づき、中間に普通配当を1株につき30円を実施するとともに、

期末の普通配当を1株につき30円を予定しており、年間で1株につき60円を予定しております。（前期（平成26年３月

期）比４円の増配予定）

次期の配当につきましては、普通配当を1株につき中間35円及び期末35円を予定しており年間で1株につき70円を

予定しております。

なお、内部留保につきましては、積極的な多店舗展開及び改装の設備資金等に充当し、業容の拡大と事業基盤の

強化を図るとともに業績や経営効率の向上による企業価値増大に努め、株主の皆様のご期待に応えてまいりたいと

考えております。

　

（４）事業等のリスク

当社グループの事業上のリスクと考えられる主な事項は以下のようなものがあります。必ずしも事業上のリスク

に該当しないものについても、投資判断上重要と考えられる事項については積極的に開示しておりますが、当社グ

ループの事業リスクを全て網羅するものではありません。また下記事項は当連結会計年度末において判断したもの

であります。

①薬局の経営並びに医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売事業に関するリスク

ａ．当社グループにおいては、４種類の店舗形態を運営しております。形態といたしましては、ドラッグストア

形態、調剤薬局形態、複合形態である調剤併設ドラッグストア形態及びディスカウントストア形態の４種類で

す。

グループ全店舗中63店舗で展開する調剤業務は、医薬分業が進展するに従い処方箋の応需枚数が増加するこ

とが予想されます。当社グループでは調剤部によるグループ全体の調剤業務に関する技術や医薬品の知識の向

上に取り組んでおり、調剤過誤を防止すべく万全の管理体制のもと、細心の注意を払い調剤業務を行い、また

リスク管理のため、全店で「薬局賠償責任保険」に加入しております。しかしながら、調剤薬の瑕疵・調剤ミ

ス等により将来訴訟や行政処分を受ける可能性があり、その場合、当社グループの社会的信用が低下し、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．当社グループは、取扱い商品の大半を卸業者より仕入れておりますが、仕入れ値が変動する可能性があり、

粗利益への影響を及ぼす可能性があります。

ｃ．当社グループの本社及び各店舗、物流センター所在地において、大地震等の自然災害或いは予期せぬ事故や

犯罪等が発生した場合、各拠点において人的被害または、物理的損害等が発生し営業活動が阻害され、業績に

影響を及ぼす可能性があります。

②財政状態及び経営成績に関するリスク

出店政策について

ドラッグストア業界では、同業他社の積極的な出店による競合に加え、他業種との競合もあり、来店客数の減

少、売上単価の低下などにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、同業他社及び他業種の積極的な出店による物件の取り合いにより賃料等が高騰する場合があります。こ

のような状況のなか当社グループの新規出店の選定に関し、当社グループの厳格な出店基準に合致する物件がな

ければ出店予定数を変更することもあるため、業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。
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③法的規制に関するリスク

ａ.法的規制について

当社グループは、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（以下、「医薬品医

療機器等法」という。）で定義する医薬品等の販売をするにあたり、その内容により各都道府県の許可・登録・

指定・免許及び届出を必要としております。また、酒類・食品等の販売についても、それぞれの関係法令に基

づき所轄官公庁の認可・登録等を必要としております。従って、これら法令の改正等により店舗の営業等に影

響を及ぼす可能性があります。

ｂ．医薬品販売の規制緩和について

医薬品の販売については、政府による規制緩和が進んでおり、平成21年６月１日に施行された「改正薬事法」

においては、新たに登録販売者制度が導入され、他業種の参入障壁が低くなり、競争が激化し業績に影響を及

ぼす可能性があります。また、「薬事法の一部を改正する法律（公布日 平成25年12月13日、施行日 平成26年

６月12日）により一般用医薬品のネット販売が事実上解禁となり、他業種との競争が激化した場合には、当社

グループの事業計画や業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｃ．有資格者の確保について

薬局及び医薬品販売業では、医薬品医療機器等法により店舗ごとに薬剤師または登録販売者を従事させるこ

とが義務付けられており、調剤業務に関しては薬剤師が行わなければなりません。従って、在籍薬剤師の人数

及び在籍登録販売者の人数は新規出店の重要な制約条件となります。

ドラッグストア業界では、同業他社などの積極的な出店などの要因もあり、薬剤師の採用競争は引き続き激

しくなっております。つれて薬剤師の確保のための採用費等の上昇が続くものと思われます。一方登録販売者

につきましても、他業種からの医薬品販売への参入増加が予想され、他業種等からの引き抜きなども懸念され

ております。このような状況において、出店に必要な薬剤師及び登録販売者が確保できなかった場合は、当社

グループの出店計画に影響を与え成長を阻害される可能性があり、薬剤師及び登録販売者が確保された場合に

おいても人件費の上昇が続いた場合、当社グループに影響を及ぼす可能性があります。

ｄ．個人情報保護について

当社グループは、ポイントカードシステムの運用に伴う顧客情報、調剤業務に伴う患者情報等を保持してお

り、コンピューター管理を行っております。個人情報保護法に基づき、これらの情報管理については万全を期

しておりますが、万が一情報の漏洩があった場合、当社グループは社会的信用を損なうなどの理由により、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

④訴訟等に関するリスク

当社グループは、これまで医薬品販売業務や調剤業務に関連した訴訟を受けたことはなく、法的危機管理に対

処する体制を社内に整えておりますが、医薬品を処方、販売する事業の性格上訴訟を受ける可能性があります。

訴訟の内容及び金額によっては、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤事業体制に関するリスク

ａ．特定人物への依存について

代表取締役をはじめとする経営陣は、各事業分野において重要な役割を果たしております。これら役員が業

務執行できない事態となった場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．組織の成長について

当社グループでは、市場拡大に応じた人材確保・育成を図っております。しかしながら他社からの引き抜き

など事業規模に見合う十分な人員確保ができなかった場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、株式会社サンドラッグ（当社）及び完全子会社６社（株式会社サンドラッグファーマシーズ、

株式会社星光堂薬局、株式会社サンドラッグ・ドリームワークス、株式会社ピュマージ、ダイレックス株式会社、

及び当社が平成26年９月１日付で全株式を取得し完全子会社化した株式会社サンドラッグプラス）の合計７社によ

り構成されております。

当社グループは、薬局の経営並びに医薬品・化粧品・日用雑貨等の販売及び卸売りを主たる事業としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

事業内容 会社名 摘要

ドラッグストア事業

当社、㈱サンドラッグファーマシ
ーズ、㈱星光堂薬局、㈱サンドラ
ッグ・ドリームワークス、㈱ピュ
マージ、㈱サンドラッグプラス

主に医薬品、化粧品、日用雑貨を
販売目的とする事業

ディスカウントストア事業 ダイレックス㈱
主に食料品、家庭雑貨等を販売目
的とする事業

　
[事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「医薬品・化粧品・日用雑貨の販売及び処方箋調剤」の業務をとおして、毎日が明るく楽しい世

の中の創造をめざし、「安心・信頼・便利の提供」をキーワードにトータル的な視点で多くのお客様に支持される信

頼度の高い店づくりを進めることを経営の基本方針としております。

その実現のため、適切な立地の選定や適正規模の確保による店舗開発、お客様に支持される売場作り、ローコス

トオペレーションを実現するさまざまな仕組作り、高いサービスレベルを維持する人材教育などを推進するととも

に、経営資源の効率的な活用と収益性の確保に努めております。

今後につきましても、これらの基本方針のもと積極的に事業規模を拡大し、地域社会に貢献するとともに、企業

価値の向上に努めてまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループとしましては、総資産経常利益率15.0％以上及び自己資本純利益率15.0％以上を当面の主たる経営

指標としております。また人材教育、業務の効率化及び新規出店を更にすすめ増収増益をめざしてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、優良物件の減少や、出店競争による影響で、出店数の確保が厳しいことから、駅前型におい

ては、新たな立地への出店戦略として住宅街隣接の商店街や、オフィス街にコンビニエンス機能を加えた新たな

業態開発を推進し、郊外型においては、従来の近隣型ショッピングセンターへの出店に加え、食品等を強化した

単独店の出店拡大や、子会社のディスカウント業態との連携を強化し、小商圏対応の新業態の開発に取り組み、

これまでの首都圏中心の出店に加え、更に地方への出店も拡大していく計画であります。なお、新たなフランチ

ャイズ店の獲得やドラッグストアとして優良物件を有する企業のＭ＆Ａなどにも積極的に取り組んでまいります。

また、既存店におきましても、引き続き、積極的なスクラップ＆ビルド及び店舗改装を行い更なる活性化を図

ってまいります。

そして、これまでの医薬品や化粧品に加え、お客様のニーズに応える付加価値のある食料品や日用品などのプ

ライベートブランド商品開発の促進を図ってまいります。

（４）会社の対処すべき課題

少子高齢化の流れの中で、お客様の健康に対するニーズは更に高まっていくものと考えております。また、ドラ

ッグストア業界におきましては、上位企業による積極的な出店や価格競争の激化及び平成21年６月施行の「改正薬

事法」に基づく登録販売者制度やインターネット販売の事実上の解禁により他業種の参入が増加しつつあるなど、

厳しい経営環境の中で、各社グループ化の動きが活発になり業界内の再編が更に進行するものと思われます。

こうした状況を踏まえ当社グループは、より多くのお客様が来店しやすい利便性の高い店舗の開発や安心して買

い物ができる店作り、高齢化社会を見据えた更なる専門性の強化及びローコストオペレーションを支えるさまざま

な仕組作りなどの課題に取り組むため、次のように対処してまいります。

①出店エリアを拡大し、利便性を兼ね備えた積極的な店舗開発、Ｍ＆Ａ及びフランチャイズ店による全国展開を

図ります。

②グループ会社の経営効率向上をめざして、業務改善運営を図ります。

③他業種との提携や新業態の開発などにより事業拡大を図ります。

④既存店舗のスクラップ＆ビルド及び改装により活性化を図ります。

⑤お客様のニーズに応えるため、これまでの医薬品や化粧品に加え、食料品や日用品などのプライベートブラン

ド商品開発の促進を図ります。

⑥更なる企業規模拡大に向けた人材の確保と育成、情報システムの強化を図ります。

⑦高齢化社会を見据えた健康に関連する専門的なノウハウの向上及びマーチャンダイジングの精度向上を図りま

す。

⑧調剤薬局の医療モールなどへの積極的な新規出店を行うとともに、薬剤師のレベルアップを図ります。

⑨お客様の利便性向上をめざし、ネット通販での品揃えの強化を図ります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準に基づき連結財務

諸表を作成しております。

なお、今後のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を踏まえ、適切に対応して

いく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 47,423 34,640

売掛金 9,483 5,516

商品 49,507 57,366

原材料及び貯蔵品 68 56

繰延税金資産 2,469 2,365

未収入金 10,674 10,920

その他 2,380 2,537

貸倒引当金 △13 △8

流動資産合計 121,995 113,394

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 42,762 49,389

減価償却累計額 △17,367 △20,566

建物及び構築物（純額） 25,395 28,822

土地 ※３ 6,984 ※３ 7,855

その他 21,003 25,137

減価償却累計額 △13,766 △17,095

その他（純額） 7,236 8,041

有形固定資産合計 39,616 44,719

無形固定資産

のれん 350 512

その他 4,209 4,270

無形固定資産合計 4,560 4,782

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 578 ※１ 637

長期貸付金 6,256 6,428

繰延税金資産 1,486 1,503

敷金及び保証金 15,356 16,244

その他 2,322 1,983

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 25,995 26,792

固定資産合計 70,172 76,293

資産合計 192,167 189,688
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 52,518 49,729

短期借入金 630 -

未払法人税等 6,807 4,800

ポイント引当金 2,337 2,627

課徴金引当金 1,274 -

その他 ※２ 10,374 ※２ 10,634

流動負債合計 73,942 67,791

固定負債

退職給付に係る負債 878 1,004

資産除去債務 2,214 2,470

再評価に係る繰延税金負債 22 20

その他 1,903 2,413

固定負債合計 5,019 5,909

負債合計 78,962 73,700

純資産の部

株主資本

資本金 3,931 3,931

資本剰余金 7,409 7,409

利益剰余金 108,719 121,431

自己株式 △3,602 △13,601

株主資本合計 116,456 119,170

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49 96

土地再評価差額金 ※３ △3,263 ※３ △3,261

退職給付に係る調整累計額 △59 △56

その他の包括利益累計額合計 △3,274 △3,221

新株予約権 22 38

純資産合計 113,205 115,987

負債純資産合計 192,167 189,688
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 447,819 445,818

売上原価 341,974 337,582

売上総利益 105,844 108,235

販売費及び一般管理費

ポイント引当金繰入額 286 142

給料手当及び賞与 28,553 30,197

退職給付費用 360 376

賃借料 16,102 17,365

その他 32,484 34,229

販売費及び一般管理費合計 77,786 82,310

営業利益 28,057 25,924

営業外収益

受取利息 125 126

受取配当金 5 6

受取手数料 35 36

固定資産受贈益 441 305

その他 124 112

営業外収益合計 733 586

営業外費用

支払利息 8 4

その他 0 0

営業外費用合計 9 4

経常利益 28,781 26,505

特別利益

固定資産売却益 0 ※１ 237

違約金収入 1 3

受取補償金 69 3

その他 0 0

特別利益合計 71 245

特別損失

固定資産除却損 ※２ 221 ※２ 132

賃貸借契約解約損 95 18

減損損失 ※３ 66 ※３ 29

課徴金引当金繰入額 1,274 -

その他 15 0

特別損失合計 1,673 181

税金等調整前当期純利益 27,178 26,569

法人税、住民税及び事業税 11,510 10,043

法人税等調整額 △85 163

法人税等合計 11,424 10,207

少数株主損益調整前当期純利益 15,754 16,362

当期純利益 15,754 16,362
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 15,754 16,362

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4 47

土地再評価差額金 - 2

退職給付に係る調整額 - 3

その他の包括利益合計 ※１ 4 ※１ 52

包括利益 15,758 16,415

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 15,758 16,415

少数株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,931 7,409 96,242 △3,602 103,980

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,931 7,409 96,242 △3,602 103,980

当期変動額

剰余金の配当 △3,277 △3,277

当期純利益 15,754 15,754

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 12,476 △0 12,476

当期末残高 3,931 7,409 108,719 △3,602 116,456

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 44 △3,263 ― △3,218 9 100,770

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
44 △3,263 ― △3,218 9 100,770

当期変動額

剰余金の配当 △3,277

当期純利益 15,754

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
4 ― △59 △55 12 △42

当期変動額合計 4 ― △59 △55 12 12,434

当期末残高 49 △3,263 △59 △3,274 22 113,205
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,931 7,409 108,719 △3,602 116,456

会計方針の変更による

累積的影響額
53 53

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,931 7,409 108,772 △3,602 116,510

当期変動額

剰余金の配当 △3,703 △3,703

当期純利益 16,362 16,362

自己株式の取得 △9,998 △9,998

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 12,658 △9,998 2,659

当期末残高 3,931 7,409 121,431 △13,601 119,170

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 49 △3,263 △59 △3,274 22 113,205

会計方針の変更による

累積的影響額
53

会計方針の変更を反映

した当期首残高
49 △3,263 △59 △3,274 22 113,258

当期変動額

剰余金の配当 △3,703

当期純利益 16,362

自己株式の取得 △9,998

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
47 2 3 52 15 68

当期変動額合計 47 2 3 52 15 2,728

当期末残高 96 △3,261 △56 △3,221 38 115,987
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 27,178 26,569

減価償却費 5,609 6,225

減損損失 66 29

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 157 141

貸倒引当金の増減額（△は減少） △270 △5

ポイント引当金の増減額（△は減少） 286 142

受取利息及び受取配当金 △131 △132

支払利息 8 4

固定資産除却損 221 132

売上債権の増減額（△は増加） △2,566 1,248

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,429 △5,705

未収入金の増減額（△は増加） △918 △236

仕入債務の増減額（△は減少） 8,039 △2,821

未払費用の増減額（△は減少） 346 △93

長期預り金の増減額（△は減少） △101 △337

未払消費税等の増減額（△は減少） 287 263

その他 2,906 834

小計 42,548 26,259

利息及び配当金の受取額 15 14

利息の支払額 △3 3

課徴金の支払額 - △1,274

法人税等の支払額 △10,238 △12,174

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,321 12,829

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,615 △10,026

無形固定資産の取得による支出 △384 △457

貸付けによる支出 △884 △843

貸付金の回収による収入 60 79

敷金及び保証金の差入による支出 △951 △1,249

敷金及び保証金の回収による収入 264 376

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

- ※２ 464

その他 △587 2,157

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,099 △9,499

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △3,276 △3,703

短期借入金の返済による支出 - △1,780

長期借入金の返済による支出 △743 △630

自己株式の取得による支出 △0 △9,998

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,020 △16,113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,202 △12,783

現金及び現金同等物の期首残高 29,216 47,418

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 47,418 ※１ 34,635
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数 ５社

連結子会社は、㈱サンドラッグファーマシーズ、㈱星光堂薬局、ダイレックス㈱、㈱サンドラッグ・ドリー

ムワークス、㈱サンドラッグプラスであります。

なお、㈱サンドラッグプラスについては、新たに株式を取得したことから、当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社

㈱ピュマージ

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社数 ―社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社(㈱ピュマージ)は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち㈱サンドラッグプラスの決算日は２月末日であります。

連結財務諸表作成に当たっては、当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

(イ)商品

主として売価還元平均原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

(ロ)原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しており

ます。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しておりま

す。また、事業用定期借地契約による借地上の建物については、耐用年数を定期借地権の残存期間とし、

残存価額を零とする定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日がリース会計基準の改正適用初

年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

ニ．長期前払費用

均等償却をしております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

ロ．ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において将来利

用されると見込まれる額を計上しております。

ハ．課徴金引当金

独占禁止法の規定に基づく課徴金納付命令書(案)の事前通知を受けたことに伴い、その支払見込額を計上

しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（7～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却をしております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理し

ております。
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(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法についても、割引率の基礎となる債券の期間について

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が83百万円減少し、利益剰余金が53百万円増加しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額に与える影響は軽微であります。

(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)

・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)

・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成25年９月13日)

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日)

　
(1) 概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変

動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫

定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。

(2) 適用予定日

平成28年３月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期首

以後実施される企業結合から適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「賃貸借契約解約損」は、特別損失の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた111百万円は、「賃

貸借契約解約損」95百万円、「その他」15百万円として組み替えております。

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、特別利益の総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた０百万円は、「固

定資産売却益」０百万円、「その他」０百万円として組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 364百万円 364百万円

※２．消費税等の会計処理

　未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

※３．土地再評価

親会社においては、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め

る地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算

定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な

調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

再評価を行った土地の期末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額

△372百万円 △320百万円

　
(連結損益計算書関係)

※１． 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物 －百万円 3百万円

土地 －百万円 234百万円

計 －百万円 237百万円
　

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 173百万円 115百万円

有形固定資産「その他」 47百万円 16百万円

投資その他の資産「その他」 －百万円 0百万円

計 221百万円 132百万円
　

※３．減損損失の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

関東地区 店舗 建物及び構築物等 46

東海地区 店舗 建物及び構築物等 0

九州地区 店舗 建物及び構築物等 20

合計 66

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業用資産である店舗を基本単位とし、賃貸

資産及び遊休資産については物件単位ごとに資産のグルーピングをしております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスとなっている店舗及び遊休資産で時価が著しく下落している資

産グループを対象に帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(66百万円)として特別損失に

計上しております。その内訳は建物及び構築物61百万円、その他４百万円であります。

回収可能価額の算定は、使用価値によっております。なお、使用価値は、見積将来キャッシュ・フローに基

づく評価額がマイナスであるため零として算定しております。
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

関東地区 店舗 建物及び構築物等 22

東海地区 店舗 建物及び構築物等 6

合計 29

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業用資産である店舗を基本単位とし、賃貸

資産及び遊休資産については物件単位ごとに資産のグルーピングをしております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスとなっている店舗及び遊休資産で時価が著しく下落している資

産グループを対象に帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(29百万円)として特別損失に

計上しております。その内訳は建物及び構築物17百万円、その他11百万円であります。

回収可能価額の算定は、使用価値によっております。なお、使用価値は、見積将来キャッシュ・フローに基

づく評価額がマイナスであるため零として算定しております。

(連結包括利益計算書関係)

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　（百万円）
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 9 58

組替調整額 △0 ―

税効果調整前 8 58

税効果額 △3 △11

その他有価証券評価差額金 4 47

土地再評価差額金

税効果額 ― 2

　土地再評価差額金 ― 2

退職給付に係る調整額

当期発生額 ― △6

　組替調整額 ― 19

　 税効果調整前 ― 13

税効果額 ― △9

退職給付に係る調整額 ― 3

その他の包括利益合計 4 52
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 67,165 ― ― 67,165

合計 67,165 ― ― 67,165

自己株式

普通株式（注） 4,142 0 ― 4,142

合計 4,142 0 ― 4,142

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
― ― ― ― ― 22

合計 ― ― ― ― 22

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月22日
定時株主総会

普通株式 1,638 26 平成25年３月31日 平成25年６月24日

平成25年11月11日
取締役会

普通株式 1,638 26 平成25年９月30日 平成25年12月12日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,890 利益剰余金 30 平成26年３月31日 平成26年６月23日

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 67,165 ― ― 67,165

合計 67,165 ― ― 67,165

自己株式

普通株式（注） 4,142 2,580 ― 6,723

合計 4,142 2,580 ― 6,723

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、平成26年６月21日の定時株主総会の決議による自己株式の取得2,580

千株及び単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
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２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
― ― ― ― ― 38

合計 ― ― ― ― 38

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,890 30 平成26年３月31日 平成26年６月23日

平成26年11月10日
取締役会

普通株式 1,813 30 平成26年９月30日 平成26年12月11日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月20日
定時株主総会

普通株式 1,813 利益剰余金 30 平成27年３月31日 平成27年６月22日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 47,423百万円 34,640百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△5百万円 △5百万円

現金及び現金同等物 47,418百万円 34,635百万円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の取得により新たに㈱サンドラッグプラスを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に㈱サンドラッグプラス株式の取得価額と㈱サンドラッグプラス取得による収入(純額)との関係は次のとおり
です。

流動資産 3,319百万円

固定資産 1,813 〃

のれん 508 〃

流動負債 △5,052 〃

固定負債 △187 〃

㈱サンドラッグプラス株式の取得価額 400百万円

㈱サンドラッグプラス現金及び現金同等物 864 〃

差引：㈱サンドラッグプラス取得による収入 464百万円

(リース取引関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

　

(金融商品関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 156 80 76

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― 　―

(3) その他 ― 　― ―

小計 156 80 76

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 56 62 △5

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― 　―

(3) その他 ― ― ―

小計 56 62 △5

合計 213 142 70
(注)非上場株式(連結貸借対照表計上額 1百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　
当連結会計年度(平成27年３月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 271 142 129

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― 　―

(3) その他 ― 　― ―

小計 271 142 129

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 0 0 △0

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― 　―

(3) その他 ― ― ―

小計 0 0 △0

合計 272 142 129
(注)非上場株式(連結貸借対照表計上額 1百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　
２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

種類 売却額(百万円)
売却益の合計額

(百万円)
売却損の合計額

(百万円)

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 20 0 ―

③ その他 ― ― 　―

(3) その他 ― ― ―

合計 20 0 ―
　
当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、退職給付制度として確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しております。なお、従業員

の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場

合があります。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負

債及び退職給付費用を計算しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）
（百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 702 822
会計方針の変更による累積的影響額 ― △83

会計方針の変更を反映した期首残高 702 739
勤務費用 141 144
利息費用 6 8
数理計算上の差異の発生額 △17 6
退職給付の支払額 △22 △19
その他 11 ―

退職給付債務の期末残高 822 879
　

(2) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
（百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 57 55

退職給付費用 2 14

退職給付の支払額 △4 △5

その他 ― 60

退職給付に係る負債の期末残高 55 125

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係
る資産の調整表

（百万円）
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 878 1,004

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 878 1,004

退職給付に係る負債 878 1,004

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 878 1,004

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
（百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

勤務費用 142 144

利息費用 6 8

数理計算上の差異の費用処理額 21 19

簡便法で計算した退職給付費用 2 14

その他 11 0

確定給付制度に係る退職給付費用 184 187

　

(5) 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

数理計算上の差異 ― 13

合計 ― 13

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)
未認識数理計算上の差異 △96 △83
合計 △96 △83
　

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

割引率 1.0% 1.0%
　

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度175百万円、当連結会計年度188百万円

であります。

４．その他の退職給付に関する事項

連結子会社であるダイレックス㈱は、平成27年４月１日に退職一時金制度の一部について、確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。当該移行による影響額は軽微であります。

(ストック・オプション等関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

繰延税金資産(流動)

未払事業税 464百万円 344百万円

未払賞与 687百万円 657百万円

ポイント引当金 834百万円 878百万円

たな卸資産 307百万円 231百万円

その他 175百万円 253百万円

計 2,469百万円 2,365百万円

繰延税金資産(流動)の純額 2,469百万円 2,365百万円

　

繰延税金資産(固定)

減価償却超過額 595百万円 639百万円

退職給付に係る負債 314百万円 234百万円

未払役員退職慰労金 96百万円 79百万円

投資有価証券評価損 90百万円 82百万円

資産除去債務 789百万円 805百万円

その他 260百万円 317百万円

小計 2,147百万円 2,159百万円

　評価性引当額 △191百万円 △173百万円

計 1,956百万円 1,986百万円

繰延税金負債(固定)

　その他有価証券評価差額金 △27百万円 △38百万円

　資産除去費用 △397百万円 △405百万円

　その他 △44百万円 △39百万円

計 △469百万円 △483百万円

繰延税金資産(固定)の純額 1,486百万円 1,503百万円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 38.01% 35.64%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.99% 0.09%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.16% △0.00%

住民税均等割等 1.26% 1.39%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.60% 1.18%

その他 0.34% 0.12%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.04% 38.42%

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.64％から、

回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.10％、平成28年４月１日以

降のものについては32.34％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が316百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が316百万円、その他有価証券評価差額金額が３百万円それぞれ増加し、退職給付に係る調整累

計額が２百万円減少しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は２百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。
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(企業結合等関係)

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社サンドラッグプラス

事業の内容 ドラッグストアの経営

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループの更なる競争力強化を図るためであります。

(3) 企業結合日

平成26年９月１日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

株式会社サンドラッグプラス

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

　
２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年９月１日から平成27年２月28日まで
　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 400百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 　0百万円

取得原価 400百万円
　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

　 508百万円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

　
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 3,319百万円

固定資産 1,813 〃

資産合計 5,132 〃

流動負債 5,052 〃

固定負債 187 〃

負債合計 5,239 〃
　

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

売上高 2,100百万円

経常利益 43 〃

（概算額の算定方法及び重要な前提条件）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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(資産除去債務関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

　
(賃貸等不動産関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

　
(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループの主たる事業は、主に医薬品、化粧品、日用雑貨を販売目的とするドラッグストア事業と、主に食

料品、家庭雑貨等を販売目的とするディスカウントストア事業で区分され、各々包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

従って、当社グループは、販売形態のセグメントで構成されており、事業活動の内容及び経営環境に関して適切

な情報を提供するため、ドラッグストア事業とディスカウントストア事業の２つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部

収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したこ

とに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更による影響は軽微であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ドラッグストア

事業
ディスカウント
ストア事業

計

売上高

外部顧客への売上高 312,468 135,350 447,819 － 447,819

セグメント間の内部売上高
又は振替高

24,731 38 24,769 △24,769 －

計 337,200 135,388 472,588 △24,769 447,819

セグメント利益 23,217 4,839 28,057 － 28,057

セグメント資産 168,774 49,752 218,526 △26,359 192,167

その他の項目

減価償却費 (注)３ 3,131 2,081 5,213 － 5,213

のれんの償却額 28 367 395 － 395

有形固定資産及び (注)４
無形固定資産の増加額

5,140 3,776 8,917 － 8,917

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額は、全額セグメント間相殺消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用の増加額が含まれております。
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ドラッグストア

事業
ディスカウント
ストア事業

計

売上高

外部顧客への売上高 301,750 144,067 445,818 － 445,818

セグメント間の内部売上高
又は振替高

26,257 30 26,288 △26,288 －

計 328,008 144,098 472,107 △26,288 445,818

セグメント利益 20,525 5,398 25,924 － 25,924

セグメント資産 164,411 50,153 214,565 △24,877 189,688

その他の項目

減価償却費 (注)３ 3,604 2,274 5,879 － 5,879

のれんの償却額 70 275 346 － 346

有形固定資産及び (注)４
無形固定資産の増加額

6,957 3,773 10,730 － 10,730

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額は、全額セグメント間相殺消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用の増加額が含まれております。

(関連情報)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。
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(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

減損損失 66 ― 66 ― 66

　
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

減損損失 29 ― 29 ― 29

　
(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

当期末残高 75 275 350 ― 350

(注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

当期末残高 512 ― 512 ― 512

(注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

(関連当事者情報)

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94

不動産賃貸

業

(被所有)

42.0 ※

不動産取引
不動産賃借契

約
246

前払費用 23

役員の兼任
敷金及び

保証金
271

商品取引

商品の売上 25 売掛金 1

商品の仕入 167 買掛金 46

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

不動産賃貸借料、商品の売上、商品の仕入については、市場価格を参考にして決定しております。

※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(42.0％)との合計所

有割合を記載しております。
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94

不動産賃貸

業

(被所有)

39.5 ※

不動産取引
不動産賃借契

約
263

前払費用 23

敷金及び

保証金
271

役員の兼任
不動産賃貸契

約
44

前受金 13

長期預り

金
870

商品取引

商品の売上 16 売掛金 1

商品の仕入 221 買掛金 30

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

不動産賃貸借料、商品の売上、商品の仕入については、市場価格を参考にして決定しております。

※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(39.5％)との合計所

有割合を記載しております。

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

イリュウ商

事

東京都

世田谷区
94

不動産賃貸

業

(被所有)

39.5 ※
役員の兼任 自己株式取得 9,998 ― ―

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

自己株式取得については、平成26年７月30日開催の取締役会において、平成26年６月21日開催の当社第51

期定時株主総会において決議された「特定の株主からの自己株式取得」につき、会社法第157条第１項及び同

第２項の規定に基づき、自己株式取得株数及び日程等を決議し、市場外による相対取引にて平成26年７月30

日に1株3,874円（平成26年３月１日から平成26年５月31日の３ヶ月間の東京証券取引所市場における当社株

式の終値の平均価格4,305円に0.9を乗じた価格）で取引を行っております。
　

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94

不動産賃貸

業

(被所有)

42.0 ※

不動産取引

店舗賃借契約 13

前払費用 1

役員の兼任
敷金及び

保証金
11

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

不動産賃貸借料については、市場価格を参考にして決定しております。

※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(42.0％)との合計所

有割合を記載しております。
　
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94

不動産賃貸

業

(被所有)

39.5 ※

不動産取引

店舗賃借契約 13

前払費用 1

役員の兼任
敷金及び

保証金
11

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

不動産賃貸借料については、市場価格を参考にして決定しております。

※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(39.5％)との合計所

有割合を記載しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 1,795.89円 1,918.34円

１株当たり当期純利益金額 249.97円 266.97円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

249.97円 266.96円

　

注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 15,754 16,362

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 15,754 16,362

普通株式の期中平均株式数(株) 63,023,258 61,290,842

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(百万円) ― 　―

普通株式増加数(株) 1,725 2,055

(うち新株予約権(株)) (1,725) (2,055)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

―

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 35,757 26,452

売掛金 16,059 14,402

商品 32,761 35,699

原材料及び貯蔵品 66 61

前渡金 17 14

前払費用 1,375 1,430

繰延税金資産 1,747 1,576

未収入金 10,283 10,496

その他 2,019 3,235

貸倒引当金 △24 △23

流動資産合計 100,063 93,346

固定資産

有形固定資産

建物 21,375 23,749

構築物 1,910 2,089

車両運搬具 29 29

工具、器具及び備品 14,756 16,073

土地 2,844 3,618

リース資産 - 348

建設仮勘定 31 12

減価償却累計額 △23,303 △25,540

有形固定資産合計 17,643 20,380

無形固定資産

借地権 3,269 3,269

ソフトウエア 763 816

その他 52 55

無形固定資産合計 4,085 4,141

投資その他の資産

投資有価証券 107 124

関係会社株式 11,648 12,048

出資金 1 2

長期貸付金 15,915 15,295

長期前払費用 1,139 1,104

繰延税金資産 690 656

敷金及び保証金 12,693 12,963

その他 548 158

貸倒引当金 △21 △20

投資その他の資産合計 42,723 42,333

固定資産合計 64,452 66,855

資産合計 164,515 160,201
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 42,200 39,308

リース債務 - 34

未払金 3,125 2,860

未払費用 2,461 2,253

未払法人税等 5,042 3,438

前受金 180 196

預り金 334 244

前受収益 2 6

ポイント引当金 2,194 2,319

その他 582 864

流動負債合計 56,125 51,527

固定負債

リース債務 - 287

退職給付引当金 264 322

再評価に係る繰延税金負債 22 20

資産除去債務 1,289 1,378

その他 1,690 2,490

固定負債合計 3,265 4,499

負債合計 59,390 56,027

純資産の部

株主資本

資本金 3,931 3,931

資本剰余金

資本準備金 7,409 7,409

資本剰余金合計 7,409 7,409

利益剰余金

利益準備金 256 256

その他利益剰余金

別途積立金 86,750 86,750

繰越利益剰余金 13,591 22,609

利益剰余金合計 100,597 109,615

自己株式 △3,602 △13,601

株主資本合計 108,335 107,353

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 30 43

土地再評価差額金 △3,263 △3,261

評価・換算差額等合計 △3,233 △3,217

新株予約権 22 38

純資産合計 105,124 104,174

負債純資産合計 164,515 160,201
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 324,548 316,928

売上原価 249,743 241,990

売上総利益 74,805 74,938

その他の営業収入 2,142 1,916

営業総利益 76,947 76,854

販売費及び一般管理費 55,092 57,078

営業利益 21,855 19,776

営業外収益

受取利息 147 149

受取配当金 3 3

受取手数料 15 16

固定資産受贈益 375 230

その他 50 23

営業外収益合計 592 422

営業外費用

支払利息 3 3

その他 0 0

営業外費用合計 3 4

経常利益 22,444 20,195

特別利益

固定資産売却益 - 237

違約金収入 1 3

受取補償金 69 3

抱合せ株式消滅差益 114 -

特別利益合計 185 244

特別損失

固定資産除却損 111 55

賃貸借契約解約損 74 18

減損損失 64 29

その他 13 0

特別損失合計 263 104

税引前当期純利益 22,365 20,335

法人税、住民税及び事業税 8,750 7,412

法人税等調整額 33 201

法人税等合計 8,784 7,614

当期純利益 13,581 12,721
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 3,931 7,409 256 77,250 12,787 90,293 △3,602 98,031

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,931 7,409 256 77,250 12,787 90,293 △3,602 98,031

当期変動額

別途積立金の積立 9,500 △9,500 ―

剰余金の配当 △3,277 △3,277 △3,277

当期純利益 13,581 13,581 13,581

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 9,500 804 10,304 △0 10,303

当期末残高 3,931 7,409 256 86,750 13,591 100,597 △3,602 108,335

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

土地再評価差

額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 26 △3,263 △3,236 9 94,804

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
26 △3,263 △3,236 9 94,804

当期変動額

別途積立金の積立

剰余金の配当 △3,277

当期純利益 13,581

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
3 ― 3 12 16

当期変動額合計 3 ― 3 12 10,320

当期末残高 30 △3,263 △3,233 22 105,124
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 3,931 7,409 256 86,750 13,591 100,597 △3,602 108,335

会計方針の変更による

累積的影響額
△0 △0 △0

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,931 7,409 256 86,750 13,591 100,597 △3,602 108,335

当期変動額

別途積立金の積立

剰余金の配当 △3,703 △3,703 △3,703

当期純利益 12,721 12,721 12,721

自己株式の取得 △9,998 △9,998

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 9,017 9,017 △9,998 △981

当期末残高 3,931 7,409 256 86,750 22,609 109,615 △13,601 107,353

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

土地再評価差

額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 30 △3,263 △3,233 22 105,124

会計方針の変更による

累積的影響額
△0

会計方針の変更を反映

した当期首残高
30 △3,263 △3,233 22 105,124

当期変動額

別途積立金の積立

剰余金の配当 △3,703

当期純利益 12,721

自己株式の取得 △9,998

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
13 2 15 15 31

当期変動額合計 13 2 15 15 △949

当期末残高 43 △3,261 △3,217 38 104,174
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。
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７．その他

（１）役員の異動

役員の異動につきましては、本日別途公開いたしました「社外役員の選任及び異動に関するお知らせ」をご参照

下さい。
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